
保険料の軽減措置② 【社会保険の被扶養者であった人の保険料の軽減】

資格確認書を
持っている人は

資格確認書に限度額の
適用区分が併記できます

　所得に応じた自己負担区分のうち、該当する負
担区分（下の表の★マーク）の人は、入院または高
額な外来診療を受ける場合、適用区分が併記さ
れた資格確認書を医療機関窓口に提示すると、
医療費の自己負担額は限度額までとなり、入院時
の食事・居住費の負担も減額されることがありま
す。すでに限度額の適用区分が併記された資格確
認書を持っている人は、翌年度以降も限度額の適
用区分が併記された資格確認書を交付します（負
担区分が変更になった場合を除く）。新たに併記
を希望する人は、市民課保険係⑩番窓口での申
請手続きをしてください。
4本人確認のできる身分証明書
　 （マイナンバーカードなど）

後期高齢者医療保険
保険料額決定通知を郵送します

令和7年中の所得が確定したことにより、令和8年度の後期高齢者医療保険料が決定しました。
被保険者（加入者）のみなさんへ「保険料額決定通知書」を7月中旬に郵送します。

「子ども・子育て支援金制度」が始まります

限度額の適用区分ごとの自己負担限度額（月額）

　後期高齢者医療制度に加入する前日まで「会社など
の健康保険の被扶養者」であった人は、制度加入後2年
間に限り、被保険者均等割額が5割軽減となります。ま
た、所得割額はかかりません。ただし、均等割の7割軽減
に該当する場合は、7割軽減が優先されます。具体的な
金額は「保険料の軽減措置①」の表を確認してください。

・・・・・・ ８月からの資格確認書 ・・・・・・
　市民のみなさんが現在持っている資格確認書（紫色）
の有効期限は、7月31日（金）です。８月以降は、次の⑴⑵
のいずれかになります。7月末までにどちらも届かない場
合は、市民課保険係へ問い合わせください。
⑴８４歳以下で、直近1年間でマイナンバーカードを保険
証として6回以上利用し、かつ直近３か月以内に利用
したことがある人
➡「資格情報のお知らせ」を7月中旬に普通郵便で郵
送します。有効期間は８月１日（土）から令和９年７月３１
日（土）までの１年間です。なお「資格情報のお知らせ」
単独では医療機関を受診できません。引き続き、マイ
ナンバーカードを保険証として利用してください。

※読取機の故障時や、停電・災害時には「マイナンバー
カード」と「資格情報のお知らせ」のセットが保険証の
代わりになります。「資格情報のお知らせ」は、なくさな
いように保管してください。

⑵⑴以外の人で85歳以上の人または84歳以下でマイ
ナンバーカードの保険証利用登録をしていない人。も
しくは登録していても医療機関で使用していない人
➡「資格確認書（桃色）」を7月中旬に簡易書留郵便で
郵送します。有効期間は8月1日（土）から令和９年7月
31日（土）までの1年間です。

※1 過去12か月以内に4回以上支給を受けた場合の4回目以降の限度額
※2 世帯内の後期高齢者のうち、最も課税所得が多い人の課税所得が28万円以上、かつ「年金収入+その他の合計所得金額」が
200万円以上（単身世帯の場合。複数世帯の場合は、世帯内の後期高齢者の「年金収入+その他の合計所得金額」が320万円
以上）の場合が対象です。
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所得者Ⅰ ★ 85,800円＋（医療費総額－286,000円）×1％
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保険料の軽減措置① 【均等割額の軽減】

7割軽減※1 18,575円 （医 療 分）※１
401円（子ども分）    

均等割
軽減割合

軽減後の均等割額（年額）
令和8年度

所得要件：同一世帯内の被保険者と世帯主の
軽減対象所得※2の合計額

［43万円（基礎控除額）］
＋10万円×（給与所得者等の数－１）※3以下

※1 令和8年度に限り、激変緩和措置として医療分のみ7.2割軽減されます。
※2 軽減対象所得とは、基本的に総所得金額などと同額ですが、満65歳以上の人の公的年金は、
　   「公的年金収入－公的年金等控除額－特別控除額15万円」となります。
※3 下線部の計算式は、以下の①②のいずれかに該当する場合に適用されます。
　   ①同一世帯内の被保険者または世帯主が、給与所得【給与収入55万円超】を有する場合
　   ②同一世帯内の被保険者または世帯主が、公的年金などの所得【公的年金等収入60万円超（65歳未満）または125万円超
　   　（65歳以上）】を有する場合

全世代や企業のみなさんからの支援金により、子どもや子育て世帯を社会全体で応援する仕組みです。
下の図の「子ども分」が支援金です。制度のリーフレットを「保険料額決定通知書」に同封しますので確認してください。

令和8年度 保険料と資格確認書のお知らせ

5割軽減 33,170円 （医 療 分）
669円（子ども分）    

［43万円（基礎控除額）］+31万円×被保険者数
＋10万円×（給与所得者等の数－１）※3以下

2割軽減 53,072円 （医 療 分）
1,071円（子ども分）    

［43万円（基礎控除額）］+57万円×被保険者数
＋10万円×（給与所得者等の数－１）※3以下

※基礎控除額は、合計所得金額2,400万円以下の場合で43万円です。2,400万円を超える場合は異なります。

＋ ＝
均等割額（子ども分）
被保険者全員が負担

所得割額（子ども分）
所得に応じて負担

こども分
（最高限度額 2.1万円）

世帯の所得に応じて
軽減措置があります

1,339円 均等割額と
所得割額の合計
10円未満切り捨て

総所得金額等
－基礎控除額※

×0.25％

●子ども分の計算式

＋ ＝
保険料は、医療分と子ども分の合計額となります。

医 療 分 子ども分 保険料（年額）

＋ ＝
均等割額（医療分）
被保険者全員が負担

所得割額（医療分）
所得に応じて負担

世帯の所得に応じて
軽減措置があります

66,340円 均等割額と
所得割額の合計
10円未満切り捨て

総所得金額等
－基礎控除額※

×11.70％

医 療 分
（最高限度額 85万円）

●医療分の計算式

所得に応じて7割・5割・2割の軽減措置があります。「医療分」「子ども分」それぞれで軽減が適用されます。

●保険料の計算式
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